
１．

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法

(3) 引当金の計上基準

(4) リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(5) 消費税等の会計処理
　消費税の会計処理は税込方式によっている。

２． 基本財産及び特定資産の増減及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

３．

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

建物付属設備 36,812,856 792,000 4,542,207 33,062,649

建物付属設備 33,062,649 (          0) ( 33,062,649) (          0)

基本財産

土地 41,981,500 (          0) ( 41,981,500) (          0)

人材育成基金 11,000,000 0 0

小計 437,127,277 0 419,000,000 18,127,277

合計 771,394,180 0 753,266,903 18,127,277

会館修繕積立資産 160,000,000 (          0) (160,000,000) (          0)

人材育成基金 11,000,000 (          0) (11,000,000) (          0)

退職給付引当資産 18,127,277 (          0) (          0) ( 18,127,277)
財政調整積立資産 248,000,000 (          0) (248,000,000) (          0)

特定資産

構築物 1,512,000 (          0) ( 1,512,000) (          0)

小計 334,266,903 0 334,266,903 0

11,000,000

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

科目 当期末残高
（うち指定正味財産
　　からの充当額）

（うち一般正味財産
　　からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

小計 438,820,000 2,749,627 4,442,350 437,127,277

合計 789,239,750 3,541,627 21,387,197 771,394,180

財政調整積立資産 248,000,000 0 0 248,000,000

会館修繕積立資産 160,000,000 0 0 160,000,000

退職給付引当資産 19,820,000 2,749,627 4,442,350 18,127,277

基本財産

土地 41,981,500 0 0 41,981,500

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

財務諸表に対する注記

重要な会計方針

　満期保有目的の債券については償却原価法（定額法）によっている。ただし、取得価額と債
券金額との差額に重要性が乏しい場合は償却原価法を適用しない。

　建物については、定率法によっている。建物付属設備については定率法(平成28年4月1日後
に取得したものは定額法）によっている。その他の固定資産は定額法によっている。

　退職給付引当金は、当法人の退職金規程に基づき、期末要支給額に相当する金額を計上して
いる。

建物 269,854,194 0 12,143,440 257,710,754

建物 257,710,754 (          0) (257,710,754) (          0)

構築物 1,771,200 0 259,200 1,512,000

小計 350,419,750 792,000 16,944,847 334,266,903

特定資産



４． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

建物付属設備

５． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

６． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

交付者

補助金

東京都
 技能競技大会等
 促進支援事業奨励金 0 266,000 266,000 0 －

補助金等の名称
前期末
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期末
残高

合計 0 266,000 266,000 0

貸借対照表上
の記載区分

合計 843,150,608 545,968,690 297,181,918

什器備品 14,147,425 9,503,113 4,644,312

電話加入権 252,203 0 252,203

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 753,200,200 495,489,446 257,710,754

72,958,780 39,896,131 33,062,649

構築物 2,592,000 1,080,000 1,512,000

整理

№

退職給付引当資産 6,000,000 5,680,800 △ 319,200

1 公社債 みずほ証券㈱ 6,000,000 5,680,800 △ 319,200

財政調整積立資産 248,000,000 242,234,700 △ 5,765,300

2 公社債 ＳＭＢＣ日興證券㈱ 30,000,000 28,185,000 △ 1,815,000

3 公社債 みずほ証券㈱ 68,000,000 67,644,700 △ 355,300

4 公社債 野村證券㈱ 150,000,000 146,405,000 △ 3,595,000

会館修繕積立資産 160,000,000 150,705,100 △ 9,294,900

5 公社債 ＳＭＢＣ日興證券㈱ 30,000,000 28,341,000 △ 1,659,000

6 公社債 みずほ証券㈱ 20,000,000 19,730,000 △ 270,000

7 公社債 野村證券㈱ 110,000,000 102,634,100 △ 7,365,900

人材育成基金 11,000,000 10,919,610 △ 80,390

8 公社債 野村證券㈱ 10,000,000 9,927,210 △ 72,790

9 公社債 みずほ証券㈱ 1,000,000 992,400 △ 7,600

425,000,000 409,540,210 △ 15,459,790合　　計

科　　　目 帳簿価額 時価 評価損益



７．その他
Ⅰ　実施事業資産の残高

実施事業資産の残高は、次のとおりである。

基本財産
土地
建物
建物付属設備
構築物

基本財産合計
その他の固定資産

什器備品
電話加入権

その他の固定資産合計

１． 基本財産及び特定資産の明細

２． 引当金の明細

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

退職給付引当金 19,820,000 2,749,627 4,442,350 0 18,127,277

附属明細書

　基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表の注記「２．基本財産及び特定資産の増減及
びその残高」に記載をしているため省略する。

科 目 当期末残高

合 計 57,932,774

7,036,099
43,192,321

253,411
56,023,131

1,811,284
98,359

1,909,643

5,541,300
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